
支店等名 全角20文字以内 　支店等名を記入してください。

川口市税等が課税されていない場合。

川口市税等（≒調査の対象となる税目等）
・市民税（法人：法人市民税／個人事業者：個人市民税）
・特別徴収分の個人市民税
・固定資産税（土地・家屋・償却資産）
・都市計画税
・事業所税
・軽自動車税
・国民健康保険税（個人事業者のみ）
・使用料、違約金、損害賠償請求金等本市が保有する債権

【留意事項】
　入札参加資格審査申請をもって、以下の点について、同意したもの
とみなします。
　令和５・６年度川口市建設工事請負等競争入札(見積)参加資格審
査に関わり、川口市税等の納付状況について、申請時及び資格の
有効期間中、川口市が関係公簿等を調査すること。また、申請時及
び資格の有効期間中において、調査により未納が確認された場合に
は、競争入札及び随意契約に参加できなくなること。

主要取引金融機関名

金融機関名 全角20文字以内
　口座を設けている金融機関のうち、主に取引をしている金融機関の名称
を記入してください。
　（名称が長い場合は略称等を記入してください。）

納付状況

納税状況 　

　申請日現在、本店・支店を含む会社全体で川口市税等の
納税状況に応じて該当するものを選択してください。
（税目は以下のとおり）

・ 「 未 納 あ り 」 … 川口市税等に１つでも未納がある場合。

※ 申請できません。

・ 「 未 納 な し 」 … 川口市税等に１つも未納がない場合。

・ ｢課税対象外 ｣…

埼玉県内（川口市を除く）に申請事業所がある場合。

・ 「 県 外 」 … 埼玉県外に申請事業所がある場合。

地域区分 　記入しないでください。

　※「準市内」は選択しないでください。

事業所情報

地区コード

　申請事業所の所在地に応じて該当するものを選択してください。

・ 「 市 内 」 …
川口市内に申請事業所（本店等）がある場合。
または川口市内に申請事業所（支店等）も本店等もある
場合。

・｢準市内｣…
川口市内に申請事業所があり、「市内」に該当しない場
合。

・ 「 県 内 」 …

本社情報

地区コード

　本店等（登記簿上の本店。主たる営業所が別にある場合は主たる営
業所。）の所在地に応じて該当するものを選択してください。

・ 「 市 内 」 … 川口市内に本店等がある場合。

・ 「 県 内 」 … 埼玉県内（川口市を除く）に本店等がある場合。

・ 「 県 外 」 … 埼玉県外に本店等がある場合。

５　川口市 【問合せ先】　川口市理財部契約課工事契約係　ＴＥＬ  ０４８－２５８－１２３７



予備欄１０ 全角

　申請日現在の、全ての常勤の職員数（販売等の職員も含む）を全角数字
で記入してください。
　（「人」、「名」等の単位は不要）
　例：職員数３００人の場合　→　３００　と記入

予備欄２

　【誓約事項】
以下について、誓約していただける場合は【誓約する】と記入願います。
（川口市の入札参加資格審査申請において、誓約されていることが条件で
あります）

川口市暴力団排除条例及び川口市の締結する契約からの暴力団排除措
置に関する要綱の規定に基づき、暴力団等（暴力団関係者及び暴力団関
係業者並びに反社会的勢力含む。以下同じ。）との関係を有していないこ
と、かつ将来にわたり暴力団等との関係を有しないこと及び説明を求められ
た際には誠実に応じることを誓約します。
なお、誓約の内容を確認するため、川口市が他の官公署に照会を行うこと
及び暴力団等との関係を有していることが判明した場合には、入札の参加
を制限されることについて同意します。
また、下請負契約並びに資材及び原料の購入契約その他の契約におい
て、暴力団等の影響下にある者との関係を持たず、かつ利用しないことを誓
約するとともに、下請負等契約締結後に相手方が暴力団等との関係を有す
ることが判明した場合は、直ちに川口市に報告するとともに、所轄警察署に
届出ます。
さらに、上記川口市への報告及び所轄警察署への届出並びに川口市から
受注した契約に関わり、暴力団等の不当介入を受けた場合の川口市への
報告義務を怠ったときは、競争入札参加に係る入札参加等停止措置をされ
ることについても同意します。
【注】反社会的勢力…「暴力、威力と詐欺的手法を駆使して経済的利益を追
求する集団又は個人」

予備欄３～予備欄９ 　記入しないでください。

予 備 欄

予備欄１ 全角80文字以内

　【法人…登記簿上の本店と主たる営業所が異なる場合】
  履歴（現在）事項全部証明書に記載された本店所在地と主たる営業所の
所在地が異なる場合、履歴（現在）事項全部証明書に記載された本店所在
地を記入してください。

　【個人…事業主の住民登録上の住所と主たる営業所が異なる場合】
  住民登録上の住所を記入してください。

　※所在地は都道府県名から記入してください。


